
平成30年度減災対策協議会の
取組状況

資料３－１

１．平成30年度から平成33年度までのフォローアップの手法について
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フォローアップ

『平成30年度減災対策協議会』においては、取組方針の“６．概ね５年(平成

29年度～平成33年度)で実施する取組”に関して、各関係機関の取組状況を確

認し、必要に応じて取組方針の見直しを行う。

年１回の減災対策協議会の実施

２回の減災対策協議会 幹事会の実施

取組内容の実施状況の確認
取組事例紹介（情報共有）
各関係機関の取組内容の修正・追加 等



取組内容の実施状況の確認

各関係機関の取組内容の実施状況が確認できる様式を作成
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「概ね5年で実施する取組 項目一覧」

「各機関の概ね5年で実施する取組の具体的な内容一覧」

各機関の毎年（平成33年度まで）の取組内容の実施状況を確認し、一覧表を更新

各機関での取組内容の変更・追加を確認し、更新

各関係機関の取組内容の実施状況を協議会で報告し、情報共有を図る。

3

２．平成30年度 沖縄県管理河川の大規模氾濫に関する減災対策協議会
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３．第1回幹事会（平成30年10月12日開催）の報告
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議事内容

1. 「平成30年度 沖縄県管理河川の大規模氾濫に関する減災対策協議会」に

ついて

2. 平成30年度取組内容の実施報告

3. 平成30年度減災対策協議会スケジュールについて

３．第1回幹事会（平成30年10月12日開催）の報告
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平成30年度 取組内容の実施報告

第1回幹事会開催に先駆け、各関係機関に対して、概ね5年で実施する取組の

実施状況に関するアンケート調査を実施

平成30年度の概ね5年で実施する各取組内容の実施状況を把握

取組状況のフォローアップ（星取表）の整理



平成30年度 取組内容実施状況（各項目）
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（１）住民が自ら避難行動を起こすための水防災意識醸成のための取組

ア 水防災意識の醸成、
防災知識の向上

イ 防災教育の取組 ウ 浸水リスクの周知

7

（２）急激な水位上昇に対する迅速な避難行動のための正確でわかりやすい情報
提供に関する取組

ア 急激な河川水位上昇における
水位等に係る情報提供

イ 避難勧告等の発令

平成30年度 取組内容実施状況（各項目）

ウ 住民への情報伝達の体制や方法 エ 避難場所・避難経路、避難誘導体制



8

ア 洪水を安全に流すための
ハード対策

イ 水防活動の実施体制

（３）大規模水害に対し、災害に強い地域づくりに寄与する着実なハード整
備と水防活動に関する取組

平成30年度 取組内容実施状況（各項目）

４．第2回幹事会（平成30年12月20日開催）の報告
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議事内容

1. 「沖縄県管理河川の減災に係る取組方針」の改訂について

2. 概ね5年間で実施する取組の平成30年度実施取組の具体的な内容について

3. 取組事例の紹介

4. 平成30年度 減災対策協議会 第1回協議会の開催および平成31年度減

災対策協議会スケジュールについて



４．第2回幹事会（平成30年12月20日開催）の報告
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平成30年度 具体的な取組内容の実施報告

各関係機関に対して、概ね5年で実施する取組の具体的な実施内容に関するア

ンケート調査を実施

平成30年度の概ね5年で実施する各取組の具体的な内容を把握

参考となるうる取組について、関係機関へのヒアリングを実施

取組状況のフォローアップ（内容表）の整理

幹事会での取組事例紹介

（2）急激な水位上昇に対する迅速な避難行動のための正確で分かりやすい情報提供に
関する取組
イ 避難勧告の発令

（エ）情報の多様化を図り、住民への情報提供の推進
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取組事例① 那覇市

防災無線のデジタル化・発令システムの構築
簡易無線局のデジタル化・・・ 平成34年（2022年）11月30日までにデジタル化へ移行



（１）住民が自ら避難行動を起こすための水防災意識醸成のための取組
イ 防災教育の取組
（エ）要配慮者利用施設等との避難訓練の促進
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取組事例② 沖縄市

災害時要配慮者支援活動の実施

具体的な取組の流れ

1．要配慮者支援の必要
性を学び、取組内容や活
動方針の検討

2．活動体制の構築 3．地域を知る
（街歩き）

要配慮者支援活動に取組
む主体や関係機関との協
力体制をつくる。

地域を歩いて、防災情報
や社会資源を把握

4．要配慮者、
支援者の把握

5．個別計画書
の作成

6．支援者との
情報共有

顔の見える関係づくり

（１）住民が自ら避難行動を起こすための水防災意識醸成のための取組
イ 防災教育の取組
（エ）要配慮者利用施設等との避難訓練の促進

13

取組事例② 沖縄市

災害時要配慮者支援活動の実施
実際に地域住民で『地域の避難マッ
プ』を作成

住民報告会を開催し、全戸へ配布
（胡屋自主防災組織）



（１）住民が自ら避難行動を起こすための水防災意識醸成のための取組
ア 水防意識の醸成、防災知識の向上
（オ）自主防災組織の結成の促進
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取組事例③ 西原町

自主防災組織結成推進の取組

自治会長会での自主防災組織結成についての説明

• 自主防災組織結成の状況
・・・32行政区のうち12行政区で自主防災組織を結成

全自治会長が出席する会議で、自主防災組織結成の効果や結成方法の説明を実施

自主防災組織への活動推進費の助成

自主防災組織活動推進費

• 立ち上げ時 30,000円
• 継続の場合 1年につき 10,000円

地域の防災訓練実施時の自主防災組織結成支援

・地域での防災訓練 ・・・ 年3回程度実施
・自主防災組織の役割や活動のポイントを説明

・・・組織作りの必要性を理解してもらうよう努めている。

（１）住民が自ら避難行動を起こすための水防災意識醸成のための取組
ア 水防意識の醸成、防災知識の向上
（オ）自主防災組織の結成の促進
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取組事例③ 西原町

自主防災組織による防災訓練の実施

・訓練日時：平成30年3月25日

・訓練場所：平園自治会事務所

※避難訓練は、各家庭からスター

トし、避難集合場所へ）

・参加人数：100名程度

・訓練内容：情報伝達訓練、避難誘

導訓練、救出救護訓練、消火訓練、

炊き出し訓練、心肺蘇生（AED）訓

練 等



（１）住民が自ら避難行動を起こすための水防災意識醸成のための取組
ウ 浸水リスクの周知
（イ）水位周知河川について、想定しうる最大規模の降雨を対象とした浸水想定
区域図の公表
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取組事例④ 県河川課

事項 現⾏の浸⽔想定区域図 新たな洪⽔浸⽔想定区域図 備考
前提となる
降⾬

計画規模降⾬
河川整備において計画の基本となる降⾬

計画規模降⾬
河川整備において
計画の基本となる
降⾬

想定最⼤規模降
⾬※1

想定し得る最⼤規
模の降⾬

※1
⽔防法
第14条

浸⽔範囲
と浸⽔深の
表⽰

記載事項 〇浸⽔区域
〇浸⽔深

〇浸⽔区域 〇浸⽔深
●浸⽔継続時間※2

●家屋倒壊等氾濫想定区域
（氾濫流、河岸侵⾷）

※2
⽔防法施
⾏規則第
2条

○近年､洪⽔､内⽔･⾼
潮により､現在の想定を超
える浸⽔被害が多発

○想定し得る最⼤規模
の洪⽔に対する避難体
制等の充実・強化

〇現⾏の洪⽔に係る浸⽔想定区域に
ついて,想定し得る最⼤規模の洪⽔に
係る区域に拡充して公表

（２）急激な水位上昇に対する迅速な避難行動のための正確で分かりやすい情報提供に関する取組
ア 急激な河川水位上昇における水位等に係る情報提供
（ウ）市町村の避難勧告等や必要な気象情報等をメールで受信することが可能な登録制防災
メールの提供
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取組事例⑤ 県河川課

平成30年４月24日から、沖縄県の河川水位情報配信サービスが開始されました！（登録無料）



（３）大規模水害に対し、災害に強い地域づくりに寄与する着実なハード整備と水防活動に関する取組
ア 洪水を安全に流すためのハード対策（河川班）
（ア）河川改修（河道拡幅）の推進 （イ）河道掘削の実施 （ウ）水位周知河川の早期整備
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取組事例⑥ 県河川課

（３）大規模水害に対し、災害に強い地域づくりに寄与する着実なハード整備と水防活動に関する取組
ア 洪水を安全に流すためのハード対策（河川班）
（ア）河川改修（河道拡幅）の推進 （イ）河道掘削の実施 （ウ）水位周知河川の早期整備

取組事例⑥ 県河川課
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